
信用スコアとは何か
　信用スコアとは、個人の信用力を数値化した
もので、その人がどのくらい契約を確実に履行
するか、債務を返済するか、道徳的に正しいとさ
れる行動を選択するかなどを表したものです。
　従来行われてきた銀行、クレジット会社や消
費者金融などが契約の可否、融資の可否や貸付
の限度額や金利を決定することを与信審査とい
いますが、次のような手順で行われています。申
込者は、住所・名前・生年月日等の本人特定情報
に加えて、職業、勤務先、勤続年数、年収、他の借
入、住宅状況、居住年数、配偶者の有無、家族構成
といった情報を提出します。
　申込みを受けた事業者は、株式会社シー・ア
イ・シー（CIC）や株式会社日本信用情報機構
（JICC）などの信用情報機関から申込者の信用
情報を取得します。信用情報機関には、信用情報
として、本人特定情報のほかに、会員各社が提供
した契約内容に関する情報、返済状況に関する
情報、債務整理等の取引事実に関する情報、申込
みに関する情報が登録されており、これらの信
用情報が会員となっている事業者に提供されま
す。
　事業者は、自らの申込者との取引履歴も加え
て、これらの情報を数値化（点数化）し、与信審査
を行います。数値化するというやり方をスコア
リングといいます。このスコアリングは内部的
に利用されているものであり、申込者を含め外
部には公開されていません。
　信用スコアは、このようなかたちで従来行わ
れてきたスコアリングと異なり、スコアリング

の元になっている本人申込み情報、信用情報、取
引履歴などの情報に加えて、幅広い日常生活に
かかわる情報を元にAIでスコアの算出を行った
り、算出された数値を外部に提供し、金融領域以
外でも利用されたりするのが特徴です。
　日本における信用スコアの動きはアメリカや
中国といった諸外国の影響を受けていることか
ら、最初に、アメリカ、中国における信用スコア
の状況を説明します。

アメリカにおける信用スコア
　クレジット社会であるアメリカでは、クレ
ジットスコアという信用スコアが利用されてい
ます。クレジットスコアには様々な種類があり
ますが、「FICOスコア」という算出方法が圧倒的
シェアを占めています。
　FICOスコアの算出の基になっているのは大
手３社の信用情報機関が保有しているクレジッ
トレポートであり、これらの信用情報機関が
FICOスコアも提供しています。
　クレジットレポートに含まれているのは、
SSN（社会保障番号）を含む本人特定情報、支払
履歴、デフォルト（債務不履行）や延滞の情報、信
用照会記録などです。SSNで個人が特定されて
おり、クレジットカードや住宅ローンだけでは
なく、アメリカにおける生活のあらゆる場面で
行われている借入金や支払状況が含まれていま
す。公共料金、携帯電話、医療費、家賃などの支払
いにまで及ぶことがあるのが特徴です。
　FICOスコアの構成要素は、①返済履歴、②借
入残高（クレジットカードの借入限度額の何割
を利用しているか）、③信用履歴の長さ、④新規

クレジットの有無（短期間に複数の信用契約を
申し込んでいるか）、⑤クレジットの種類・構成
（クレジットカード、ローン、住宅ローンなど複
数の信用形態を利用しているとプラス評価にな
る）です。
　FICOスコアは300～850点の範囲で評価さ
れますが、平均は680～700点と言われていま
す。
　FICOスコアはFICOのウェブサイトでチェッ
クできるほか、アメリカのクレジットカードを
持っていれば、そのアカウントにログインして
確認することもできます。
　クレジットカードの申請や住宅ローンだけで
はなく、電気・ガスの契約時やアパート・借家の
入居審査でもFICOスコアは用いられており、数
値が低い場合には、契約を断られたり、デポジッ
ト（保証金）を求められることがあります。また、
州によっては禁止されていますが、応募者の同
意を得て、就職や転職の際に参照することも行
われています。

中国における信用スコア
　中国では「アリババ」と「テンセント」という２
つの巨大プラットフォーマーがあらゆる分野で
競っています。このうち、アリババが展開してい
るのが、「芝麻信用」です。芝麻信用は、アリババ
のモバイル決済サービス（アリペイ）の中に組み
込まれた機能で、アリペイの決済記録、SNSの利
用履歴、アリババグループでの購入履歴、学歴・
職歴・資産保有状況・交友関係など、多岐にわた
るデータをAIと機械学習で総合的に分析し、信
用スコアを算出します。
　芝麻信用の信用点数化は、①身分特質（社会的
地位・身分、年齢、学歴、職業など）、②履行能力
（過去の支払い状況や資産など）、③信用歴史（ク
レジット・取引履歴など）、④人脈関係（交友関係
及び相手の身分、信用状況など）、⑤行為偏好（消
費の特徴や振り込みなど）という５つの領域に

分けて行われています。
　上記５つの領域について個々人の点数を算出
し、総合点数で格付けしています。点数は350～
950点の範囲で評価され、一般的な消費者はお
よそ600点台です。
　数値が高い者については、①ホテル、レンタ
カー、レンタサイクル、モバイルバッテリー・家
電・本のレンタルサービスなどでのデポジット
無料、②金融ローンでの金利優遇、審査簡略化、
③ECサイトでの後払いサービスの利用、④中古
品買い取り価格の優遇といった特典がありま
す。
　中国では、芝麻信用のような民間の信用スコ
ア以外に、政府が運営する社会信用システムも
あります。
　政府が個人や企業の行動データ（納税、法律違
反、公共料金支払い、交通マナー、契約履行など）
を収集し、信用度を評価するものですが、複数の
データベースと評価基準を組み合わせた「執行
インフラ」として機能しており、全国民を一元的
に数値化したスコアにはなっていません。
　交通違反、借金踏み倒し、社会保険料未納など
の行為により、高速鉄道や飛行機の利用制限、不
動産の購入制限、融資や契約の制限、就職・昇進
の障害になることがあります。反面、信用の高い
個人や企業には行政手続の迅速化、融資優遇、表
彰などのインセンティブが与えられます。
　政府が運営する社会信用システムは、民間の
芝麻信用とは異なり、政府主導で社会秩序の維
持と統治を目的とした制度であり、個人の行動
に直接的な社会的・経済的影響を与える強力な
管理ツールとなっています。

日本における導入の動き
　みずほ銀行とソフトバンクが共同出資して設
立されたJ.Scoreが2017年９月に「AIスコア・
レンディング」を開始しました。これは日本にお
ける信用スコアビジネスの先駆けとされていま

すが、このサービスによるスコアの新規登録・提
供は2023年１月で終了しています。
　他方、LINEヤフーがみずほ銀行、オリエント
コーポレーションと共同出資して設立した
LINE Creditは、2019年６月から「LINEスコア」
を始めました。LINEスコアはユーザーが回答す
る「ライフスタイルに関する15の質問」（年齢、
職業、年収、家族構成など）と、LINEアプリの利
用状況（友達数、ニュース閲覧、LINE証券やLINE
ほけんの利用履歴など）をAIが分析して算出し
ます。LINEスコアの点数はユーザーにも分かる
かたちになっており、LINEの金融・決済サービ
スのみで用いられています。LINEポケットマ
ネーでは、従来の信用情報や金融機関の与信審
査に加え、LINEスコアを掛け合わせて、利用者
に応じた貸付金利と利用可能額を決定します。
　一方、信用情報機関のCICは、2024年11月に
消費者向けに「クレジット・ガイダンス」という
信用スコアの提供を始め、2025年４月から加
盟各社にも提供されることになりました。
　CICは、クレジット・ガイダンスの目的を、信
用状態の維持・改善をサポートし、消費者の安心
なクレジットライフを実現すると共に、クレ
ジット会社等の適正な与信判断に貢献し、より
豊かなクレジット社会を実現することであると
しています。クレジットカードなどの利用状況
や借入残高などの情報から、属性に関する項目
を除外した支払状況、残高、契約数、契約期間、申
込件数という５つの客観的な取引事実を基に
200～800点の範囲でスコアを算出します。消
費者はCICの情報開示制度を利用し、スコアを
知ることができます。開示の際には、特に影響を
与えた要因が算出理由として最大４つまで提示
されます。これにより、自身の信用状態にプラス
またはマイナスの影響を与えている具体的要因
を把握できます。消費者は加盟各社へのクレ
ジット・ガイダンスの提供を停止できますし、提
供停止を解除することも可能です。

　信用情報機関が算出して、消費者にもスコア
が提供されることはFICOスコアと類似してい
ますが、加盟各社は与信審査にしか利用するこ
とはできませんし、開示を受けた消費者にも第
三者に提供しないことが求められています。

信用スコア活用の動きについて
今後の展望

　日本の場合、J.Scoreが終了しており、LINEス
コアの活用も限定的であるように、信用スコア
の活用はあまりされてこなかった印象がありま
す。
　CICという信用情報機関が信用スコアの提供
を始めたことにより、CIC加盟の各社が与信審
査に利用できることになります。現状の与信審
査の充実を図ったり、ベンチャー企業などでは
独自にスコアリングを行うのではなく、CICの
信用スコアをそのまま利用することにより審査
の簡略化を図ることができることが期待できま
す。

消費者が知っておくべきこと
　アメリカのように、FICOスコアが算出されな
い場合や非常に低いスコアになると生活が不便
になったり、中国で政府が運営する社会信用シ
ステムのように公共インフラが利用できなく
なったりすることは想定しづらいところではあ
りますが、日本でもキャッシュレス化が図られ
ていることから、クレジットカード等の決済手
段はますます重要になっています。
　信用スコアを維持するためにも、収入に見合
わない高額な買物をすることを避けたり、支払
期日に支払いをきちんとすることが求められて
います。

信用スコアって何？消費者問題

アラカルト
岡田 崇 弁護士Okada Takashi
大阪弁護士会所属（51期）。日本弁護士連合会・消費者問題対策委員会委員。消費者セン
ターやIT企業の顧問を務める。インターネットに関連する消費者問題に取り組む
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消費者問題 アラカルト

信用スコアとは何か
　信用スコアとは、個人の信用力を数値化した
もので、その人がどのくらい契約を確実に履行
するか、債務を返済するか、道徳的に正しいとさ
れる行動を選択するかなどを表したものです。
　従来行われてきた銀行、クレジット会社や消
費者金融などが契約の可否、融資の可否や貸付
の限度額や金利を決定することを与信審査とい
いますが、次のような手順で行われています。申
込者は、住所・名前・生年月日等の本人特定情報
に加えて、職業、勤務先、勤続年数、年収、他の借
入、住宅状況、居住年数、配偶者の有無、家族構成
といった情報を提出します。
　申込みを受けた事業者は、株式会社シー・ア
イ・シー（CIC）や株式会社日本信用情報機構
（JICC）などの信用情報機関から申込者の信用
情報を取得します。信用情報機関には、信用情報
として、本人特定情報のほかに、会員各社が提供
した契約内容に関する情報、返済状況に関する
情報、債務整理等の取引事実に関する情報、申込
みに関する情報が登録されており、これらの信
用情報が会員となっている事業者に提供されま
す。
　事業者は、自らの申込者との取引履歴も加え
て、これらの情報を数値化（点数化）し、与信審査
を行います。数値化するというやり方をスコア
リングといいます。このスコアリングは内部的
に利用されているものであり、申込者を含め外
部には公開されていません。
　信用スコアは、このようなかたちで従来行わ
れてきたスコアリングと異なり、スコアリング

の元になっている本人申込み情報、信用情報、取
引履歴などの情報に加えて、幅広い日常生活に
かかわる情報を元にAIでスコアの算出を行った
り、算出された数値を外部に提供し、金融領域以
外でも利用されたりするのが特徴です。
　日本における信用スコアの動きはアメリカや
中国といった諸外国の影響を受けていることか
ら、最初に、アメリカ、中国における信用スコア
の状況を説明します。

アメリカにおける信用スコア
　クレジット社会であるアメリカでは、クレ
ジットスコアという信用スコアが利用されてい
ます。クレジットスコアには様々な種類があり
ますが、「FICOスコア」という算出方法が圧倒的
シェアを占めています。
　FICOスコアの算出の基になっているのは大
手３社の信用情報機関が保有しているクレジッ
トレポートであり、これらの信用情報機関が
FICOスコアも提供しています。
　クレジットレポートに含まれているのは、
SSN（社会保障番号）を含む本人特定情報、支払
履歴、デフォルト（債務不履行）や延滞の情報、信
用照会記録などです。SSNで個人が特定されて
おり、クレジットカードや住宅ローンだけでは
なく、アメリカにおける生活のあらゆる場面で
行われている借入金や支払状況が含まれていま
す。公共料金、携帯電話、医療費、家賃などの支払
いにまで及ぶことがあるのが特徴です。
　FICOスコアの構成要素は、①返済履歴、②借
入残高（クレジットカードの借入限度額の何割
を利用しているか）、③信用履歴の長さ、④新規

クレジットの有無（短期間に複数の信用契約を
申し込んでいるか）、⑤クレジットの種類・構成
（クレジットカード、ローン、住宅ローンなど複
数の信用形態を利用しているとプラス評価にな
る）です。
　FICOスコアは300～850点の範囲で評価さ
れますが、平均は680～700点と言われていま
す。
　FICOスコアはFICOのウェブサイトでチェッ
クできるほか、アメリカのクレジットカードを
持っていれば、そのアカウントにログインして
確認することもできます。
　クレジットカードの申請や住宅ローンだけで
はなく、電気・ガスの契約時やアパート・借家の
入居審査でもFICOスコアは用いられており、数
値が低い場合には、契約を断られたり、デポジッ
ト（保証金）を求められることがあります。また、
州によっては禁止されていますが、応募者の同
意を得て、就職や転職の際に参照することも行
われています。

中国における信用スコア
　中国では「アリババ」と「テンセント」という２
つの巨大プラットフォーマーがあらゆる分野で
競っています。このうち、アリババが展開してい
るのが、「芝麻信用」です。芝麻信用は、アリババ
のモバイル決済サービス（アリペイ）の中に組み
込まれた機能で、アリペイの決済記録、SNSの利
用履歴、アリババグループでの購入履歴、学歴・
職歴・資産保有状況・交友関係など、多岐にわた
るデータをAIと機械学習で総合的に分析し、信
用スコアを算出します。
　芝麻信用の信用点数化は、①身分特質（社会的
地位・身分、年齢、学歴、職業など）、②履行能力
（過去の支払い状況や資産など）、③信用歴史（ク
レジット・取引履歴など）、④人脈関係（交友関係
及び相手の身分、信用状況など）、⑤行為偏好（消
費の特徴や振り込みなど）という５つの領域に

分けて行われています。
　上記５つの領域について個々人の点数を算出
し、総合点数で格付けしています。点数は350～
950点の範囲で評価され、一般的な消費者はお
よそ600点台です。
　数値が高い者については、①ホテル、レンタ
カー、レンタサイクル、モバイルバッテリー・家
電・本のレンタルサービスなどでのデポジット
無料、②金融ローンでの金利優遇、審査簡略化、
③ECサイトでの後払いサービスの利用、④中古
品買い取り価格の優遇といった特典がありま
す。
　中国では、芝麻信用のような民間の信用スコ
ア以外に、政府が運営する社会信用システムも
あります。
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データベースと評価基準を組み合わせた「執行
インフラ」として機能しており、全国民を一元的
に数値化したスコアにはなっていません。
　交通違反、借金踏み倒し、社会保険料未納など
の行為により、高速鉄道や飛行機の利用制限、不
動産の購入制限、融資や契約の制限、就職・昇進
の障害になることがあります。反面、信用の高い
個人や企業には行政手続の迅速化、融資優遇、表
彰などのインセンティブが与えられます。
　政府が運営する社会信用システムは、民間の
芝麻信用とは異なり、政府主導で社会秩序の維
持と統治を目的とした制度であり、個人の行動
に直接的な社会的・経済的影響を与える強力な
管理ツールとなっています。
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　みずほ銀行とソフトバンクが共同出資して設
立されたJ.Scoreが2017年９月に「AIスコア・
レンディング」を開始しました。これは日本にお
ける信用スコアビジネスの先駆けとされていま

すが、このサービスによるスコアの新規登録・提
供は2023年１月で終了しています。
　他方、LINEヤフーがみずほ銀行、オリエント
コーポレーションと共同出資して設立した
LINE Creditは、2019年６月から「LINEスコア」
を始めました。LINEスコアはユーザーが回答す
る「ライフスタイルに関する15の質問」（年齢、
職業、年収、家族構成など）と、LINEアプリの利
用状況（友達数、ニュース閲覧、LINE証券やLINE
ほけんの利用履歴など）をAIが分析して算出し
ます。LINEスコアの点数はユーザーにも分かる
かたちになっており、LINEの金融・決済サービ
スのみで用いられています。LINEポケットマ
ネーでは、従来の信用情報や金融機関の与信審
査に加え、LINEスコアを掛け合わせて、利用者
に応じた貸付金利と利用可能額を決定します。
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消費者向けに「クレジット・ガイダンス」という
信用スコアの提供を始め、2025年４月から加
盟各社にも提供されることになりました。
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用状態の維持・改善をサポートし、消費者の安心
なクレジットライフを実現すると共に、クレ
ジット会社等の適正な与信判断に貢献し、より
豊かなクレジット社会を実現することであると
しています。クレジットカードなどの利用状況
や借入残高などの情報から、属性に関する項目
を除外した支払状況、残高、契約数、契約期間、申
込件数という５つの客観的な取引事実を基に
200～800点の範囲でスコアを算出します。消
費者はCICの情報開示制度を利用し、スコアを
知ることができます。開示の際には、特に影響を
与えた要因が算出理由として最大４つまで提示
されます。これにより、自身の信用状態にプラス
またはマイナスの影響を与えている具体的要因
を把握できます。消費者は加盟各社へのクレ
ジット・ガイダンスの提供を停止できますし、提
供停止を解除することも可能です。

　信用情報機関が算出して、消費者にもスコア
が提供されることはFICOスコアと類似してい
ますが、加盟各社は与信審査にしか利用するこ
とはできませんし、開示を受けた消費者にも第
三者に提供しないことが求められています。

信用スコア活用の動きについて
今後の展望

　日本の場合、J.Scoreが終了しており、LINEス
コアの活用も限定的であるように、信用スコア
の活用はあまりされてこなかった印象がありま
す。
　CICという信用情報機関が信用スコアの提供
を始めたことにより、CIC加盟の各社が与信審
査に利用できることになります。現状の与信審
査の充実を図ったり、ベンチャー企業などでは
独自にスコアリングを行うのではなく、CICの
信用スコアをそのまま利用することにより審査
の簡略化を図ることができることが期待できま
す。

消費者が知っておくべきこと
　アメリカのように、FICOスコアが算出されな
い場合や非常に低いスコアになると生活が不便
になったり、中国で政府が運営する社会信用シ
ステムのように公共インフラが利用できなく
なったりすることは想定しづらいところではあ
りますが、日本でもキャッシュレス化が図られ
ていることから、クレジットカード等の決済手
段はますます重要になっています。
　信用スコアを維持するためにも、収入に見合
わない高額な買物をすることを避けたり、支払
期日に支払いをきちんとすることが求められて
います。
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消費者問題 アラカルト

信用スコアとは何か
　信用スコアとは、個人の信用力を数値化した
もので、その人がどのくらい契約を確実に履行
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した契約内容に関する情報、返済状況に関する
情報、債務整理等の取引事実に関する情報、申込
みに関する情報が登録されており、これらの信
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す。
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の元になっている本人申込み情報、信用情報、取
引履歴などの情報に加えて、幅広い日常生活に
かかわる情報を元にAIでスコアの算出を行った
り、算出された数値を外部に提供し、金融領域以
外でも利用されたりするのが特徴です。
　日本における信用スコアの動きはアメリカや
中国といった諸外国の影響を受けていることか
ら、最初に、アメリカ、中国における信用スコア
の状況を説明します。

アメリカにおける信用スコア
　クレジット社会であるアメリカでは、クレ
ジットスコアという信用スコアが利用されてい
ます。クレジットスコアには様々な種類があり
ますが、「FICOスコア」という算出方法が圧倒的
シェアを占めています。
　FICOスコアの算出の基になっているのは大
手３社の信用情報機関が保有しているクレジッ
トレポートであり、これらの信用情報機関が
FICOスコアも提供しています。
　クレジットレポートに含まれているのは、
SSN（社会保障番号）を含む本人特定情報、支払
履歴、デフォルト（債務不履行）や延滞の情報、信
用照会記録などです。SSNで個人が特定されて
おり、クレジットカードや住宅ローンだけでは
なく、アメリカにおける生活のあらゆる場面で
行われている借入金や支払状況が含まれていま
す。公共料金、携帯電話、医療費、家賃などの支払
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入残高（クレジットカードの借入限度額の何割
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クレジットの有無（短期間に複数の信用契約を
申し込んでいるか）、⑤クレジットの種類・構成
（クレジットカード、ローン、住宅ローンなど複
数の信用形態を利用しているとプラス評価にな
る）です。
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れますが、平均は680～700点と言われていま
す。
　FICOスコアはFICOのウェブサイトでチェッ
クできるほか、アメリカのクレジットカードを
持っていれば、そのアカウントにログインして
確認することもできます。
　クレジットカードの申請や住宅ローンだけで
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値が低い場合には、契約を断られたり、デポジッ
ト（保証金）を求められることがあります。また、
州によっては禁止されていますが、応募者の同
意を得て、就職や転職の際に参照することも行
われています。

中国における信用スコア
　中国では「アリババ」と「テンセント」という２
つの巨大プラットフォーマーがあらゆる分野で
競っています。このうち、アリババが展開してい
るのが、「芝麻信用」です。芝麻信用は、アリババ
のモバイル決済サービス（アリペイ）の中に組み
込まれた機能で、アリペイの決済記録、SNSの利
用履歴、アリババグループでの購入履歴、学歴・
職歴・資産保有状況・交友関係など、多岐にわた
るデータをAIと機械学習で総合的に分析し、信
用スコアを算出します。
　芝麻信用の信用点数化は、①身分特質（社会的
地位・身分、年齢、学歴、職業など）、②履行能力
（過去の支払い状況や資産など）、③信用歴史（ク
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分けて行われています。
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品買い取り価格の優遇といった特典がありま
す。
　中国では、芝麻信用のような民間の信用スコ
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を収集し、信用度を評価するものですが、複数の
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消費者向けに「クレジット・ガイダンス」という
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用状態の維持・改善をサポートし、消費者の安心
なクレジットライフを実現すると共に、クレ
ジット会社等の適正な与信判断に貢献し、より
豊かなクレジット社会を実現することであると
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独自にスコアリングを行うのではなく、CICの
信用スコアをそのまま利用することにより審査
の簡略化を図ることができることが期待できま
す。

消費者が知っておくべきこと
　アメリカのように、FICOスコアが算出されな
い場合や非常に低いスコアになると生活が不便
になったり、中国で政府が運営する社会信用シ
ステムのように公共インフラが利用できなく
なったりすることは想定しづらいところではあ
りますが、日本でもキャッシュレス化が図られ
ていることから、クレジットカード等の決済手
段はますます重要になっています。
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